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平成 23 年３月８日 

各      位 
会社名 株式会社アイレックス 
代表者 代表取締役社長 久次米 正明 
（JASDAQ・コード ６９４４） 
問合せ先 

取締役経理部長  中野 浩樹 
ＴＥＬ ０３（３２４５）２０１１ 

 

和解による訴訟の解決と、それに伴う特別損失の計上 

並びに業績予想の修正に関するお知らせ 

 

京都地方裁判所において係争中でありました株式会社村田製作所及び株式会社小松村田製作所からの損害賠

償請求訴訟について、平成２３年３月８日、下記のとおり和解が成立いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

Ⅰ．和解による訴訟の解決に関するお知らせ 

１．訴訟の提起から和解に至るまでの経緯 

  当社は、損害賠償等請求に関する以下の訴訟の提起を受けておりました。 

（１） 当該訴訟の提起があった年月日 平成２０年１２月２６日 

 

 （２）当該訴訟の相手方 

① 商号     株式会社村田製作所（以下「村田製作所」という） 

本店所在地  京都府長岡京市東神足１丁目１０番１号 

代表者    代表取締役社長 村田恒夫 

② 商号     株式会社小松村田製作所（以下「小松村田製作所」という） 

本店所在地  石川県小松市光町９３番地 

代表者    代表取締役社長 坂本秀夫 

 

（３）訴訟の内容及び損害賠償請求金額 

① 内容 

当社は、平成２０年７月１日付けにてプリント配線板事業を会社分割により新設会社株式会社キョ

ウデンファインテックに承継させたうえで、新設会社の全株式を株式会社キョウデンに譲渡し、現在

はプリント配線板事業から撤退いたしました。 

当該株式譲渡以前に当社が製造・販売したプリント配線板を使用して村田製作所及び小松村田製作

所が製造・販売した一部の製品について不具合が発生し、同社らが納入先から損害賠償請求を受けて

おりました。 

② 損害賠償請求金額 

   金１０億８９９万３千円 
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今般、裁判所から和解の提案があったため、諸般の状況を勘案した結果、早期解決を図ることが最善

の策であると判断し、平成２３年３月８日に開催された当社取締役会において、和解の提案を受け入れ

ることを決議し、同日、村田製作所及び小松村田製作所との裁判上の和解が成立いたしました。 

 

２． 和解の内容 

当社は、村田製作所及び小松村田製作所から、前記の損害賠償請求を受けていたところ、同２社に対

する損害賠償義務を認めた上で、所定の支払期限までに、内金として合計金１億８０００万円を支払っ

たときは、残元金及び訴状送達日以降の遅延損害金の支払いが免除される。 

 

Ⅱ．特別損失の発生について 

 上記のとおり和解いたしましたので、これに弁護士報酬等の訴訟費用を合わせ、平成 23 年 3 月期にお

いて 194 百万円を特別損失に計上する予定であります。 

 

Ⅲ．業績予想の修正に関して 

１．平成 23 年 3 月期 連結業績予想の修正等 

本件和解により、平成 23年 2 月 4日に公表した平成 23 年 3 月期の通期の連結業績予想を下記の通り修

正いたします。 

(１) 通期（平成 22 年 4月 1日～平成 23 年 3月 31 日）           （単位：百万円） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1 株当たり当期純利益

前回予想（Ａ） 
百万円 

３，５００ 

百万円

２３０

百万円

２３４

百万円 

１６５ 

円  銭

５．６１

今回修正（Ｂ） ３，５００ ２３０ ２３４ △２９ △０．９９

増減額（Ｂ－Ａ） ０ ０ ０ △１９４  

増 減 率 ０．０ ０．０ ０．０ －  

（ ご 参 考 ） 前 期 実 績 

（ 平 成 2 2 年 3 月 期 ） 
４，０６３ １１ １１ １１３ ３．８６

 

(２) 修正理由 

和解による訴訟費用 194 百万円を特別損失に計上することにより、当期純利益は当初見込みよりも同

額減少し 29 百万円の当期損失となる見込みであります。 
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２．平成 23 年 3 月期 個別業績予想の修正等 

本件和解、並びに最近の業績動向を踏まえ、平成 22 年 7 月 30 日に公表した平成 23 年 3 月期の通期の

個別業績予想を下の通り修正いたします。 

(１) 通期（平成 22 年 4月 1日～平成 23 年 3月 31 日）           （単位：百万円） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 1 株当たり当期純利益

前回予想（Ａ） 
百万円 

２，６００ 

百万円

１０５

百万円

１００

百万円 

８７ 

円  銭

２．９６

今回修正（Ｂ） ２，４００ １２５ １２０ △８９ △３．０３

増減額（Ｂ－Ａ） △２００ ２０ ２０ △１７６  

増 減 率 △７．７ １９．０ ２０．０ －  

（ ご 参 考 ） 前 期 実 績 

（ 平 成 2 2 年 3 月 期 ） 
２，５５３ △２０ △２６ ７８ ２．６６

 

(２) 修正理由 

①損益 

当事業年度におきましては、前事業年度から取り組んでおります３大改革（事業構造改革、業務改革、

企業価値向上）に引き続き注力した結果、業務を合理化し固定費・販管費の削減を図る業務改革の実施

効果が現れ始めてまいりましたことから、営業利益、経常利益は当初予想よりもそれぞれ 20 百万円増加

し、上記の表の通りとなる見込みであります。 

しかしながら、当期純利益につきましては、本件和解により和解金等の訴訟費用を特別損失に計上す

ることにより、当初見込みよりも 176 百万円減少し 89 百万円の当期損失となる見込みであります。 

②売上高 

当事業年度におきましては、社会インフラ等は堅調に推移したものの、情報通信システムや組込みシ

ステム等のメーカー系からの受注が当初の予定ほど伸びず、通期の売上高は上記の表の通りとなる見込

みであります。 

 

以 上 

 
 

※本資料に記載されている業績見通しに関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 


